
令和 4 年度

を お知ら せし ます

令
和 4 年度一般会計・ 特別会計および企業会計の決算が、 9 月の第 5 回川俣町議会定例会で承

認さ れまし た。 今月の特集では歳入・ 歳出を中心に決算のポイ ント をお伝えし ます。

発
展
的
ま
ち
づ
く
り
の
基
礎

　
令
和
４
年
度
は
、
第
５
次
川
俣
町
振

興
計
画
の
最
終
年
と
し
て
、
第
６
次
川

俣
町
振
興
計
画
に
つ
な
げ
、
今
後
の
発

展
的
な
町
づ
く
り
の
基
礎
を
形
成
す
る

た
め
、
子
育
て
・
教
育
環
境
の
整
備
や
、

移
住
定
住
施
策
を
は
じ
め
と
し
た
交
流
・

関
係
人
口
の
創
出
に
努
め
な
が
ら
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
価
格
・
物
価
高
騰
に
影
響
を

受
け
て
い
る
町
民
や
事
業
者
の
支
援
を

切
れ
目
な
く
行
い
ま
し
た
。
さ
ら
に
、

復
旧
・
復
興
事
業
に
お
い
て
も
、
仮
置

場
返
還
工
事
や
山
木
屋
地
区
の
営
農
再

開
支
援
等
を
継
続
的
に
実
施
し
、
工
業

団
地
造
成
事
業
に
も
着
手
し
ま
し
た
。

　
町
の
歳
入
は
前
年
度
決
算
と
比
較

し
て
26
億
７
，
０
０
３
万
8
千
円
増
の

１
２
６
億
６
，
０
２
４
万
5
千
円
と
な

り
、
歳
出
は
26
億
5
，
７
６
２
万
３
千
円

増
の
１
１
７
億
９
，
５
９
４
万
３
千
円

と
な
り
ま
し
た
。
歳
入
か
ら
歳
出
を
差

し
引
い
た
8
億
６
，
４
３
０
万
２
千
円

か
ら
令
和
５
年
度
に
繰
越
し
た
３
億
３
，

７
４
４
万
9
千
円
を
除
く
5
億
２
，

６
８
５
万
３
千
円
の
黒
字
決
算
と
な
り

ま
し
た
。

歳　 入
126億6,024万

5千円

自主財源

33億4,101万
　 　 　 2千円
　 　 （ 26.4％）

依存財源

93億1,923万3千円
（ 73.6％）

町税  12億4,752万4千円（ 9.9％）

財産収入
1,870万8千円（ 0.1％）

繰越金  5億2,445万4千円（ 4.1％）

分担金及び負担金
3,545万7千円（ 0.3％）

県支出金
9億2,741万7千円
（ 7.3％）
　 　 　 　

地方交付税
37億266万1千円（ 29.3％）

地方譲与税  8,823万9千円（ 0.7％）

地方消費税交付金
3億2,644万1千円
（ 2.6％）

繰入金  9億325万6千円（ 7.1％）

諸収入
4億6,953万6千円（ 3.7％）

寄附金
5,766万4千円（ 0.5％）

町債
15億4,684万6千円
（ 12.2％）

国庫支出金
26億8,234万1千円（ 21.2％）

地方特例交付金 496万2千円
配当割交付金 442万9千円
株式等譲渡所得割交付金 310万7千円
交通安全対策特別交付金 126万6千円
利子割交付金 44万7千円

環境性能割交付金  544万7千円（ 0.1％）

法人事業税交付金  2,563万円（ 0.2％）

100.0％

使用料及び手数料
8,441万3千円（ 0.7％）

【 問い合わせ】 財政課 財政係  （ 内線 1203）【 問い合わせ】 財政課 財政係  （ 内線 1203）
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令
和
４
年
４
月
の
小
学
校
再
編
に
伴

い
、
小
中
学
校
給
食
費
を
無
償
化
し
、

保
護
者
の
経
済
的
負
担
の
軽
減
に
取
り

組
む
と
同
時
に
、
川
俣
小
学
校
の
体
育

施
設
（
プ
ー
ル
及
び
体
育
館
）
の
設
備

更
新
を
行
い
ま
し
た
。

　
ま
た
、
令
和
５
年
４
月
の
開
設
に
向

け
た
認
定
こ
ど
も
園
整
備
事
業
を
旧
川

俣
南
小
学
校
の
改
修
と
い
う
形
で
実
施

し
、
園
児
が
安
全
に
過
ご
せ
る
環
境
づ

く
り
に
努
め
ま
し
た
。
さ
ら
に
は
、
前

年
度
に
着
工
し
た
川
俣
町
中
央
公
民
館

の
耐
震
補
強
・
施
設
改
修
工
事
が
完
了

し
、
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
オ
ー
プ
ン
記
念
事

業
と
し
て
、
東
京
２
０
２
０
金
メ
ダ
リ

ス
ト
の
見
延
和
靖
氏
や
綾
小
路
き
み
ま

ろ
氏
を
招
致
し
ま
し
た
。

　
復
興
事
業
に
お
い
て
は
、
国
の
福
島

定
住
等
緊
急
支
援
事
業
を
活
用
し
た
地

域
魅
力
向
上
・
発
信
事
業
に
お
い
て
「
か

わ
ま
た
里
山
ツ
ー
リ
ズ
ム
」
を
実
施
し
、

モ
ニ
タ
ー
ツ
ア
ー
と
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

動
画
の
配
信
を
行
い
、
町
外
在
住
者
が

来
町
し
、
自
然
と
食
を
体
験
で
き
る
よ

う
な
Ｐ
Ｒ
活
動
を
行
い
ま
し
た
。

　
令
和
４
年
度
は
、
前
年
度
か
ら
続
く

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
感
染
拡

大
に
加
え
、
海
外
情
勢
等
に
よ
る
原
油
・

エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
、
物
価
高
騰
が
町
民

生
活
に
大
き
な
影
響
を
与
え
ま
し
た
。

　
こ
れ
ら
の
緊
急
対
策
と
し
て
、
国
庫

支
出
金
を
最
大
限
に
活
用
し
て
、
町
民

一
人
あ
た
り
１
０
，
０
０
０
円
の
元
気

発
進
商
品
券
の
発
行
や
、
低
所
得
の
子

育
て
世
帯
や
町
民
税
非
課
税
世
帯
へ
の

給
付
金
の
支
給
、
農
業
に
お
け
る
施
設

園
芸
用
燃
油
、
肥
料
、
飼
料
の
価
格
高

騰
補
助
金
の
交
付
、
町
内
事
業
者
に
対

す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
高
騰
対
策
事
業
者
支

援
給
付
金
の
支
給
な
ど
各
方
面
に
わ
た

り
き
め
細
か
な
対
応
を
行
い
ま
し
た
。

幅
広
い
分
野
で
事
業
展
開

迅
速
か
つ
細
や
か
な
対
応
の
実
現

特 別 会 計 名 歳 入 歳 出 形式収支

国保会計（ 事業） 1 5 億7 ,5 4 8 万1 千円 15 億2 ,2 1 3万4 千円 5 ,3 3 4 万7 千円

国保会計（ 施設） 1 ,4 3 3 万1 千円 1 ,4 33 万1千円 0 円

介護保険会計 2 1 億3 5 5 万8 千円 1 9 億8 ,1 0 8 万6 千円 1億2,247万2千円

後期高齢者医療会計 1億9 ,4 5 6 万8 千円 1 億8 ,8 96 万2 千円 56 0 万6 千円

奨学資金会計 1 ,6 5 6 万7 千円 1 ,6 56 万7千円 0 円

簡易水道会計 8 8 8 万5 千円 7 1 7万9 千円 17 0 万6 千円

工業団地造成事業会計 7億2 ,6 1 5 万9 千円 7 億2 ,6 15 万9 千円 0 円

特別会計
特定の事業については、 より 収支を明確にするために一般会計と は別に会計項目を設けています。

特別会計の決算は次の表のと おり です。

特 別 会 計 名 歳 入 歳 出 形式収支

小島財産区会計 1 ,3 2 3万4 千円 1 3 万円 1 ,3 1 0 万4 千円

飯坂財産区会計 2 ,0 9 6万3 千円 17 万1 千円 2 ,0 7 9 万2 千円

大綱木財産区会計 9 1 万5 千円 8 万4 千円 8 3 万1千円

小綱木財産区会計 52 6 万円 9 万6 千円 51 6 万4千円

山木屋財産区会計 2 4 万4 千円 9 万2 千円 1 5 万2千円

水 道 事 業 会 計 事 業 収 益 事 業 費 用 当年度純利益

損益計算書 2 億3 ,9 2 4万8 千円 2 億1 ,6 02 万円 2 ,3 2 2 万8 千円

投資的
経費

人件費
10億5,521万3千円（ 8.9％）

扶助費
6億8,876万1千円
（ 5.9％）

維持補修費 
 9,110万4千円（ 0.8％）

その他（ 積立金・ 貸付金）
19億3,369万2千円（ 16.4％）

117億
9,594万3千円

義務的経費

65億
6,524万
6千円

（ 55.7％）

その他の経費

歳　 出

公債費
8億5,044万6千円（ 7.2％）

25億9,442万円
（ 22.0％）

26億3,627万7千円
（ 22.3％）

普通建設事業費
25億3,619万8千円

（ 21.5％）

災害復旧事業費
1億7万9千円（ 0.8％）

物件費
18億9,912万円

（ 16.1％）

繰出金
14億2,343万円

（ 12.1％）

補助費等
12億1,790万円（ 10.3％）

100.0％
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町
の
財
政
の
健
全
性
は
、
全
国
共
通

の
指
標
「
経
常
収
支
比
率
」
を
用
い
て

評
価
で
き
ま
す
が
、
こ
れ
は
数
値
が
低

い
ほ
ど
財
政
に
弾
力
性
が
あ
り
、
資
金

の
自
由
度
が
高
い
こ
と
を
表
し
て
い
ま

す
。
令
和
４
年
度
決
算
に
お
い
て
は
、

前
年
度
よ
り
６ 

９
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し

た
88 

６
％
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
ら

の
要
因
と
し
て
は
、
分
母
と
な
る
歳
入

の
経
常
一
般
財
源
の
額
が
、
普
通
交
付

税
及
び
臨
時
財
政
対
策
債
の
減
に
伴
い

減
額
と
な
っ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　
ま
た
、
財
政
の
健
全
性
を
示
す
比
率

で
町
の
借
入
金
や
債
務
負
担
行
為
に
よ

る
支
出
予
定
額
な
ど
、
将
来
町
が
負
担

す
る
負
債
の
程
度
を
示
す
「
実
質
公
債

費
比
率
」
は
、
前
年
度
の
４ 

４
％
の

ま
ま
据
え
置
き
と
な
り
ま
し
た
。
小
学

校
再
編
事
業
、
中
央
公
民
館
施
設
改
修

事
業
、
令
和
元
年
東
日
本
台
風
災
害
復

旧
費
の
大
型
起
債
に
よ
る
公
債
費
（
借

金
の
返
済
金
）
の
増
額
の
対
策
と
し
て
、

地
方
交
付
税
算
入
額
の
有
利
な
起
債
（
借

金
）
を
行
っ
て
い
る
こ
と
で
、
実
質
公

債
費
比
率
の
抑
制
に
努
め
て
い
ま
す
。

町
の
財
政
の
健
全
性
は
？

令和 4 年度決算に基づく 「 健全化判断比率」 令和 4 年度決算に基づく 「 資金不足比率」

※実質赤字額及び連結実質赤字額がない場合は「 ―」 で表示 ※資金不足がない場合は「 ―」 で表示

区分
川俣町の健全化判断比率

増減
早期健全化

基準
R4 R3

①実質赤字比率 ― ― ― 15.0

②連結実質赤字比率 ― ― ― 20.0

③実質公債費比率 4.4 4.4 ± 0 25.0

④将来負担比率 ― 1.9 ▲ 1.9 350.0

特別会計の名称
川俣町の資金不足比率

増減
経営 健全

化基準R4 R3

水道事業会計 ― ― ― 20.0

簡易水道事業

特別会計
― ― ― 20.0

工業団地造成事業

特別会計
― ― ― 20.0

■
財
政
力
指
数
（
3
か
年
の
平
均
）

財
政
の
豊
か
さ
を
示
す
「
1
」
に
近
い
ほ
ど

財
政
に
余
裕
が
あ
る
と
見
な
さ
れ
、
「
1
」

を
超
え
る
自
治
体
に
は
、
交
付
税
が
交
付
さ

れ
な
い
。

■
経
常
収
支
比
率

数
値
が
低
い
ほ
ど
自
由
に
新
規
事
業
が
実
施

で
き
、
高
い
ほ
ど
決
ま
っ
た
事
業
に
し
か
財

源
を
支
出
で
き
な
い
。

■
実
質
赤
字
比
率

一
般
会
計
な
ど
の
実
質
収
支
の
合
計
が
赤
字

と
な
っ
た
場
合
、
標
準
財
政
規
模
（
※
）
に

対
す
る
赤
字
額
の
割
合
（
家
庭
に
例
え
れ
ば
、

年
収
に
占
め
る
年
間
の
赤
字
の
割
合
）
。

■
連
結
実
質
赤
字
比
率

一
般
会
計
、
特
別
会
計
の
実
質
収
支
額
、
公

営
企
業
の
資
金
剰
余
（
不
足
）
額
の
合
計
が

赤
字
と
な
っ
た
場
合
、
標
準
財
政
規
模
に
対

す
る
赤
字
額
の
割
合
。

■
実
質
公
債
費
比
率

一
般
会
計
な
ど
が
負
担
す
る
元
利
償
還
金
及

び
準
元
利
償
還
金
の
標
準
財
政
規
模
に
対
す

る
割
合
の
3
か
年
平
均
値
（
家
庭
に
例
え
れ

ば
、
年
収
に
占
め
る
年
間
の
借
金
返
済
額
の

割
合
）
。

■
将
来
負
担
比
率

一
般
会
計
な
ど
が
将
来
負
担
す
べ
き
実
質
的

な
負
債
の
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
割
合

（
家
庭
に
例
え
れ
ば
、
負
債
残
高
が
年
収
の

何
年
分
に
相
当
す
る
か
示
し
た
割
合
）
。

用
語
説
明

※標準財政規模…標準税収入額（ 町税、 地方譲与税など） + 普通交付税額 + 臨時財政対策債発行可能額

区分 R4 R3

財政力指数 0.34 0.36

区分 R4 R3

経常収支比率 88.6 81.7

令和 4 年度決算に基づく 「 財政力指数」

令和 4 年度決算に基づく 「 経常収支比率」

　 平成 19 年度から 、 新し い財政指標を 算定し 監査

委員に審査を 受け、 その意見を 付し て議会に報告す

る と と も に公表する こ と が義務付けら れま し た。

　 一般会計など については、 下表（ 左） ①から ④ま

での指標、 公営企業会計は下表（ 右） に資金不足比

率を 算定し ていま す。 前年度と 比べ実質公債費比率

は据え置き と なり 、 将来負担比率は 1.9 ポイ ン ト 改

善さ れま し た。 早期健全化基準を 大き く 下回っ てお

り 、 町の財政は健全な状態と いえま す。

川俣町の財政は昨年に引き続き「 健全な状態」
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令
和
4
年
度
の
主
な
ま
ち
の
事
業

 

健康づく り ・ 環境衛生

予防接種事業費 2,453 万 6 千円

保健対策事業費 2,895 万 3 千円

浄化槽設置事業費（ 36 基） 2,238 万 3 千円

太陽光発電システム設置整備事業（ 太陽光・ 蓄電池） 178 万 6 千円

火葬場整備事業（ 繰越明許費含む） 1 億 5,618 万 9 千円

 

地方交通・ 子育て支援・ 障がい・ 高齢者福祉

地方バス 路線維持対策事業 3,286 万 8 千円

地域医療確保対策事業 5,000 万円

生活困窮者就労準備支援事業 685 万円

自立支援給付事業 3 億 4,254 万 4 千円

児童福祉事務諸経費（ 出産祝金・ 保育奨励金・ 入学祝金） 1,032 万 2 千円

子育てほっと ス テーショ ン事業費 190 万円

保育所運営費 2 億 1,021 万 9 千円

介護職員初任者研修助成事業 125 万円
 

小学校再編事業費（ 繰越明許費・ 事故繰越し 含む） 3 億 7,443 万 2 千円

川俣中学校ト イ レ 改修事業 3,049 万 2 千円

コ ンピ ュ ータ 事業費（ 小中学校） 2,243 万 6 千円

かわまた認定こ ども 園開設準備費 8 億 4,636 万 7 千円

中央公民館耐震補強・ 施設改修事業費（ 繰越明許費） 4 億 2,784 万 4 千円

中央公民館リ ニュ ーアルオープン記念事業費 668 万 9 千円

学校・ 生涯学習

 

中小企業対策費 1 億 425 万 5 千円

中山工業団地拡充整備造成工事等（ 工業団地特別会計へ繰り 出し） 7 億 1,261 万 8 千円

橋り ょ う 長寿命化補修事業費 2,138 万 7 千円

町道西方飯野線ほか 6 路線の町道整備費（ 繰越明許費含む） 1 億 6,403 万 2 千円

公営住宅長寿命化対策費 438 万 9 千円

商工業・ 道路・ 住宅

 

東日本大震災・ 原子力災害関係

 

 

除染対策事業費 ( 生活圏）（ 繰越明許費含む） 3 億 3,131 万 3 千円

福島原子力災害避難区域等帰還・ 再生加速事業費 4,187 万 3 千円

営農再開支援事業費 1 億 1,888 万 9 千円

移住・ 定住促進事業（ 福島再生加速化交付金） 1 億 3,680 万円

新型コ ロナウイ ルス感染症対策、 エネルギー価格・ 物価高騰対策

臨時特別支援事業（ 住民税非課税世帯等分）（ 繰越明許費） 1 ,755 万 2 千円

新型コ ロ ナウイ ルス対策事業（ 介護、福祉施設等分） 1,376 万 9 千円

価格高騰緊急支援給付事業（ 住民税非課税世帯等分） 7,843 万 3 千円

低所得者の子育て世帯生活支援特別給付金給付事業 1,382 万 8 千円

新型コ ロ ナウ イ ルス ワ ク チン接種事業（ 繰越明許費含む） 1 億 3,170 万 9 千円

商品券発行事業 1 億 2,071 万円

新型コ ロ ナウ イ ルス事業者支援対策事業（ 繰越明許費含む） 1 億 1,182 万円

新型コロ ナウイ ルス対策支援事業費（ 燃油、肥料、飼料） 3,348 万 9 千円
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